
令和6年度の復興基金の執行状況

・「令和6年能登半島地震復興基金(539.8億円、R6年9月メニュー化)」は、国の支援制度の
隙間を埋め、被災者・被災事業者・地域の負担軽減のため、必要不可欠な事業に幅広く活用

① 基本メニューは、市町からの要望を踏まえ、被災市町共通の課題に対応
②市町枠配分は、各地域特有の課題に対応できるよう、市町の裁量で活用
③後年度課題対応分は、復興の進捗に合わせて新たに顕在化する財政需要に対応

・復旧・復興が本格化するにつれ、活用が伸びていくと見込まれる

【一次配分(R6)】

50億円

【二次配分(R7)】

80億円

【県】12事業

100億円程度

【市町】27事業

270億円程度

復興の進捗に

合わせて、

今後、顕在化

する財政需要

R6実績:4億円 R6実績:20億円 R6実績:8億円

③後年度課題
対応分

40億円程度

②市町枠配分
130億円

①基本メニュー（県・市町）

370億円程度
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（R6実績:32億円）
内訳（県執行分4億円、市町執行分28億円）

(参考)熊本の実績(H28.12月メニュー化)

H28実績：5億円(県3億円、市町村2億円)



基本メニューの主な執行状況（県執行分）

⑤ 広域避難高齢者等帰還支援事業

③ 自宅再建利子助成事業

② 住宅応急修理等推進事業

① 宅内配管修繕工事推進事業

避難先高齢者施設から地元に戻る際の受け入れ可能な施設への

 入所に向けたマッチング支援を実施 ⇒ 201件をマッチング

工事業者の紹介や手配、宅内配管・
 排水管の修繕工事を支援

⇒ 365件の相談受付、

260件の掛かり増し経費支援

施工業者を紹介する相談受付窓口の設置、
住宅の応急修理の迅速化

⇒ 359件の相談受付、

93件の掛かり増し経費支援

恒久的な住まいへの再建を後押しするため、住宅融資に対する利子

助成を実施（最大300万円）⇒ 59件を助成

⑥ 文化財災害復旧事業

④被災地雇用対策事業(能登復興推進隊)

国庫補助や県補助を活用してもなお残る民間所有者負担への
支援（倒壊破損した屋根・壁・塀の修理や、灯篭・石碑など

石造物の修理など） ⇒ 107件を修理

被災地の高齢者等が、仮設住宅周辺
 の草むしりや被災者向けチラシの封入・
配布などの公共的な業務に従事

⇒ 延べ6,454名が従事 学校給食の配膳補助

屋根瓦補修状況

修繕工事状況

※R7.3月末時点
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※平成28年熊本地震の事業と比較して 新 ・・・新規 拡 ・・・拡充

⑦ 能登官民連携復興センター運営費

復興に取り組む地域団体と全国からの支援を結び付ける
 コーディネータ－的役割を担うセンターの運営費を支援

⑧ 能登事業者支援センター・ILAC能登運営費

各種補助金の申請サポートや、経営・雇用などの課題を抱える事業

者にプッシュ型支援を実施 ⇒ 延べ1,865件

新

新

拡

拡

新

新

新新

4百万円

18百万円

26百万円

74百万円

39百万円

143百万円

16百万円

34百万円



基本メニューの主な執行状況（市町執行分①）

① 被災者見守り対策強化事業 ④ 地域防犯灯管理支援事業

③ 仮設住宅自治組織形成支援事業

② 応急仮設住宅維持管理費支援事業

応急仮設住宅等に入居する独居高
齢者世帯等にセキュリティ会社等を
利用した緊急通報システムを設置

⇒ 457世帯に設置

応急仮設住宅入居者の利用しやすい環境を維持・整備す
るため、集会所など共用施設の維持管理経費や駐車場舗
装等の費用を支援

⇒ ９市町で実施

応急仮設住宅の自治組織の
立上げ経費や活動運営費を支援

⇒ 53団体が活用

被災地の夜間の安全性の確保や住民
 負担を軽減するため、住民が減少した
 自治組織が所有・管理する防犯灯や
 街路灯の電気料金を支援

⇒ 153件を助成

⑤ 恒久的な住居への転居費用等支援事業

応急的な住まいでの生活を余儀なくされた方が、県内で
住まいを再建する際に必要となる転居費用等を支援

⇒ 延べ675世帯に支援

⑥ 被災宅地復旧支援事業

被災前の地盤への原形復旧や、液状
化の再度災害防止のための地盤改良
工事に要する費用の一部を支援

⇒ 374世帯が活用自治会立ち上げ状況 宅地の地割れ

防犯灯設置状況

※R7.3月末時点
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人感センサー設置状況

※平成28年熊本地震の事業と比較して 新 ・・・新規 拡 ・・・拡充

12市町、5百万円

拡

拡

4億円

新

5市町、5百万円

拡

4市町、7百万円

17市町、11億円

拡

14市町、71百万円

拡



⑦ 地域コミュニティ施設等再建支援事業

地域・集落における集会所や寺社等の
施設の再建に係る費用を支援

⇒ 256件に支援

⑧ 地域水道施設復旧事業

⑩ 仮設商店街等整備支援事業

⑨ 共同墓地復旧支援事業

被災した町内会や組合等が管理する
水道施設の災害復旧に要する経費

 の一部を支援 ⇒ 42組合等に支援

集落共有の墓地において、通路や
擁壁等の共有部分の復旧支援

⇒ 6件実施

仮設商店街等の整備に対する支援
(仮設施設整備支援事業(中小機構)
の補助対象外経費である
土地の借地・造成、地盤改良など)

⇒ 15件で活用

⑪ 住宅耐震化促進事業

⑫ 指定避難所等機能強化支援事業

地震に強い住宅に再建するため、
住宅の耐震化を加速させ、県民の
安全・安心を確保

⇒ 141件が活用

市町の防災力強化に向け、指定避難
 所及び指定福祉避難所の設備改修
等の支援

⇒ 115箇所で整備境界ブロック補修状況

仮設商店街設置状況鳥居の修復状況

避難所用テントの整備

基本メニューの主な執行状況（市町執行分②）※R7.3月末時点

破断した水道管

-4-※平成28年熊本地震の事業と比較して 新 ・・・新規 拡 ・・・拡充

拡

拡

拡

拡

拡

15市町、2億円

5市町、1億円

5市町、46百万円

3市、1百万円

17市町、20百万円

7市町、17百万円



市町枠配分の主な執行状況【活用例】

（穴水町）墓石等復旧支援事業

（能登町）無料入浴支援事業

墓石等に被害を受けた世帯に対し、墓石等
 の復旧・移設等に要する費用の一部を支援

自宅入浴設備が被災し入浴できない方に
 対する支援

（金沢市）文化芸術活動やスポーツを通じた復興支援事業

被災者が文化鑑賞に触れる機会の創出
 や、金沢市のスポーツ団体が能登での練
 習会や大会を開催する経費を支援

（七尾市）配湯管復旧支援事業

和倉温泉の共同温泉配湯管の
 仮復旧を支援

（珠洲市）給食費無償化事業

被災した児童・生徒に係る学校給食費の
無償化を実施

配湯管仮復旧状況

被災者の試合招待
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(輪島市など11市町)被災宅地復旧支援事業(上乗せ支援)

補助率(2/3)、補助上限額(766.6万円)の支援内容を、
地域の実情に応じて、市町独自に上乗せ支援を実施

1.3億円

28百万円

30百万円

3百万円

15百万円

11百万円
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